
三
十
九

分
野

測
量
業

小
分
野

産
業
分
類

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

七
四
二
二

測
量
業

関
連
す
る
義
務

市
場
ア
ク
セ
ス
（
第
八
・
十
五
条
）

政
府
の
段
階

中
央
政
府

措
置

測
量
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
八
十
八
号
）
第
六
章

概
要

国
境
を
越
え
る
サ
ー
ビ
ス
の
貿
易

測
量
業
を
営
も
う
と
す
る
者
は
、
日
本
国
内
に
営
業
所
を
設
置
し
、
国
土
交
通
大
臣
の
登
録
を
受
け
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

四
十

分
野

事
業
サ
ー
ビ
ス

小
分
野

航
空
機
登
録
原
簿
へ
の
航
空
機
の
登
録

産
業
分
類

関
連
す
る
義
務

市
場
ア
ク
セ
ス
（
第
八
・
七
条
及
び
第
八
・
十
五
条
）

内
国
民
待
遇
（
第
八
・
八
条
及
び
第
八
・
十
六
条
）

経
営
幹
部
及
び
取
締
役
会
（
第
八
・
十
条
）

政
府
の
段
階

中
央
政
府

措
置

航
空
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
二
百
三
十
一
号
）
第
二
章

概
要

投
資
の
自
由
化
及
び
国
境
を
越
え
る
サ
ー
ビ
ス
の
貿
易

１

次
の
自
然
人
又
は
団
体
が
所
有
す
る
航
空
機
の
航
空
機
登
録
原
簿
へ
の
登
録
は
、
認
め
ら
れ
な
い
。

⒜

日
本
国
の
国
籍
を
有
し
な
い
自
然
人

⒝

外
国
又
は
外
国
の
公
共
団
体
若
し
く
は
こ
れ
に
準
ず
る
も
の

⒞

外
国
の
法
令
に
基
づ
い
て
設
立
さ
れ
た
法
人
そ
の
他
の
団
体

⒟

⒜
か
ら
⒞
ま
で
に
掲
げ
る
自
然
人
若
し
く
は
団
体
に
よ
り
代
表
さ
れ
る
法
人
、
役
員
の
三
分
の
一
以
上
が
⒜

か
ら
⒞
ま
で
に
掲
げ
る
自
然
人
若
し
く
は
団
体
に
よ
り
構
成
さ
れ
る
法
人
又
は
議
決
権
の
三
分
の
一
以
上
が
⒜

か
ら
⒞
ま
で
に
掲
げ
る
自
然
人
若
し
く
は
団
体
に
よ
り
保
有
さ
れ
る
法
人

２

外
国
の
国
籍
を
有
す
る
航
空
機
の
航
空
機
登
録
原
簿
へ
の
登
録
は
、
認
め
ら
れ
な
い
。

四
十
一

分
野

運
輸
業

小
分
野

通
関
業

産
業
分
類

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

四
八
九
九

他
に
分
類
さ
れ
な
い
運
輸
に
附
帯
す
る
サ
ー
ビ
ス
業

関
連
す
る
義
務

市
場
ア
ク
セ
ス
（
第
八
・
十
五
条
）

政
府
の
段
階

中
央
政
府

措
置

通
関
業
法
（
昭
和
四
十
二
年
法
律
第
百
二
十
二
号
）
第
二
章

概
要

国
境
を
越
え
る
サ
ー
ビ
ス
の
貿
易

通
関
業
を
営
も
う
と
す
る
者
は
、
日
本
国
内
に
営
業
所
を
設
置
し
、
財
務
大
臣
の
許
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

四
十
二

分
野

運
輸
業

小
分
野

貨
物
利
用
運
送
事
業
（
航
空
運
送
を
利
用
す
る
貨
物
利
用
運
送
事
業
を
除
く
。）

産
業
分
類

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

四
四
四
一

集
配
利
用
運
送
業

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

四
八
二
一

利
用
運
送
業
（
集
配
利
用
運
送
業
を
除
く
。）

関
連
す
る
義
務

市
場
ア
ク
セ
ス
（
第
八
・
七
条
及
び
第
八
・
十
五
条
）

内
国
民
待
遇
（
第
八
・
八
条
及
び
第
八
・
十
六
条
）

最
恵
国
待
遇
（
第
八
・
九
条
及
び
第
八
・
十
七
条
）

経
営
幹
部
及
び
取
締
役
会
（
第
八
・
十
条
）

政
府
の
段
階

中
央
政
府

措
置

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
（
平
成
元
年
法
律
第
八
十
二
号
）
第
二
章
か
ら
第
四
章
ま
で

貨
物
利
用
運
送
事
業
法
施
行
規
則
（
平
成
二
年
運
輸
省
令
第
二
十
号
）
第
三
章
か
ら
第
五
章
ま
で

四
十
三

分
野

運
輸
業

小
分
野

鉄
道
業

産
業
分
類

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

四
二
一

鉄
道
業

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

四
八
五
一

鉄
道
施
設
提
供
業

関
連
す
る
義
務

内
国
民
待
遇
（
第
八
・
八
条
）

政
府
の
段
階

中
央
政
府

措
置

外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
二
十
八
号
）
第
二
十
七
条
（
注
）

注

こ
の
留
保
の
適
用
上
、
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
第
二
十
六
条
に
定
め
る
「
対
内
直
接
投
資
」の
定
義
は
、

こ
の
留
保
の
解
釈
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

対
内
直
接
投
資
等
に
関
す
る
政
令
（
昭
和
五
十
五
年
政
令
第
二
百
六
十
一
号
）
第
三
条

概
要

投
資
の
自
由
化

１

外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
に
基
づ
く
事
前
届
出
の
要
件
及
び
審
査
の
手
続
は
、
日
本
国
内
の
鉄
道
業
へ
の
投

資
を
行
お
う
と
す
る
外
国
投
資
家
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

２

審
査
に
つ
い
て
は
、
当
該
投
資
が
国
の
安
全
を
損
な
い
、
公
の
秩
序
の
維
持
を
妨
げ
、
又
は
公
衆
の
安
全
の
保

護
に
支
障
を
来
す
こ
と
に
な
る
事
態
を
引
き
起
こ
す
お
そ
れ
が
あ
る
か
ど
う
か
と
い
う
観
点
か
ら
実
施
す
る
。

３

投
資
家
は
、
当
該
審
査
の
結
果
に
基
づ
き
、
投
資
の
内
容
の
変
更
又
は
投
資
に
係
る
手
続
の
中
止
を
要
求
さ
れ

る
こ
と
が
あ
る
。

４

鉄
道
業
の
用
に
供
さ
れ
る
車
両
の
全
部
又
は
一
部
及
び
部
品
の
製
造
は
、
鉄
道
業
に
含
ま
れ
な
い
。
し
た
が
っ

て
、
こ
れ
ら
の
製
品
の
製
造
に
対
す
る
投
資
に
つ
い
て
、
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
に
基
づ
く
事
前
届
出
の
要

件
及
び
審
査
の
手
続
は
、
適
用
さ
れ
な
い
。

四
十
四

分
野

運
輸
業

小
分
野

道
路
旅
客
運
送
業

産
業
分
類

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

四
三
一
一

一
般
乗
合
旅
客
自
動
車
運
送
業

関
連
す
る
義
務

内
国
民
待
遇
（
第
八
・
八
条
）

政
府
の
段
階

中
央
政
府

措
置

外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
二
十
八
号
）
第
二
十
七
条
（
注
）

注

こ
の
留
保
の
適
用
上
、
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
第
二
十
六
条
に
定
め
る
「
対
内
直
接
投
資
」の
定
義
は
、

こ
の
留
保
の
解
釈
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

対
内
直
接
投
資
等
に
関
す
る
政
令
（
昭
和
五
十
五
年
政
令
第
二
百
六
十
一
号
）
第
三
条

概
要

投
資
の
自
由
化

１

外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
に
基
づ
く
事
前
届
出
の
要
件
及
び
審
査
の
手
続
は
、
日
本
国
内
の
一
般
乗
合
旅
客

自
動
車
運
送
業
へ
の
投
資
を
行
お
う
と
す
る
外
国
投
資
家
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

２

審
査
に
つ
い
て
は
、
当
該
投
資
が
国
の
安
全
を
損
な
い
、
公
の
秩
序
の
維
持
を
妨
げ
、
又
は
公
衆
の
安
全
の
保

護
に
支
障
を
来
す
こ
と
に
な
る
事
態
を
引
き
起
こ
す
お
そ
れ
が
あ
る
か
ど
う
か
と
い
う
観
点
か
ら
実
施
す
る
。

３

投
資
家
は
、
当
該
審
査
の
結
果
に
基
づ
き
、
投
資
の
内
容
の
変
更
又
は
投
資
に
係
る
手
続
の
中
止
を
要
求
さ
れ

る
こ
と
が
あ
る
。

４

一
般
乗
合
旅
客
自
動
車
運
送
業
の
用
に
供
さ
れ
る
車
両
の
全
部
又
は
一
部
及
び
部
品
の
製
造
は
、
一
般
乗
合
旅

客
自
動
車
運
送
業
に
含
ま
れ
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
こ
れ
ら
の
製
品
の
製
造
に
対
す
る
投
資
に
つ
い
て
、
外
国
為

替
及
び
外
国
貿
易
法
に
基
づ
く
事
前
届
出
の
要
件
及
び
審
査
の
手
続
は
、
適
用
さ
れ
な
い
。

概
要

投
資
の
自
由
化
及
び
国
境
を
越
え
る
サ
ー
ビ
ス
の
貿
易

１

次
の
自
然
人
又
は
団
体
は
、
外
航
海
運
を
利
用
す
る
貨
物
利
用
運
送
事
業
を
営
む
た
め
に
は
、
国
土
交
通
大
臣

の
登
録
、
許
可
又
は
認
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
登
録
は
、
相
互
主
義
に
基
づ
い
て
行
わ
れ
、ま
た
、

こ
の
許
可
又
は
認
可
は
、
相
互
主
義
に
基
づ
い
て
与
え
ら
れ
る
。

⒜

日
本
国
の
国
籍
を
有
し
な
い
自
然
人

⒝

外
国
又
は
外
国
の
公
共
団
体
若
し
く
は
こ
れ
に
準
ず
る
も
の

⒞

外
国
の
法
令
に
基
づ
い
て
設
立
さ
れ
た
法
人
そ
の
他
の
団
体

⒟

⒜
か
ら
⒞
ま
で
に
掲
げ
る
自
然
人
若
し
く
は
団
体
に
よ
り
代
表
さ
れ
る
法
人
、
役
員
の
三
分
の
一
以
上
が
⒜

か
ら
⒞
ま
で
に
掲
げ
る
自
然
人
若
し
く
は
団
体
に
よ
り
構
成
さ
れ
る
法
人
又
は
議
決
権
の
三
分
の
一
以
上
が
⒜

か
ら
⒞
ま
で
に
掲
げ
る
自
然
人
若
し
く
は
団
体
に
よ
り
保
有
さ
れ
る
法
人

２

貨
物
利
用
運
送
事
業
を
営
も
う
と
す
る
者
は
、
日
本
国
内
に
事
務
所
を
設
置
し
、
国
土
交
通
大
臣
の
登
録
、
許

可
又
は
認
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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